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6-1．館林市つつじが岡公園再整備基本計画策定審議会 

 

 

館林市規則第６６号 

 

館林市つつじが岡公園再整備基本計画策定審議会設置規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、館林市附属機関設置条例（平成３０年館林市条例第２６号）第２条第２項の規定に

基づき、館林市つつじが岡公園再整備基本計画策定審議会の設置、組織及び運営に関し必要な事項を定

めるものとする。 

（設置） 

第２条 つつじが岡公園再整備基本計画（以下「基本計画」という。）の策定を早急に講ずべき必要があ

るため、館林市つつじが岡公園再整備基本計画策定審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（設置期限） 

第３条 審議会は、令和５年３月３１日まで置くものとする。 

（所掌事務） 

第４条 審議会は、次に掲げる事項について調査審議する。 

⑴ 基本計画の策定に関すること。 

⑵ その他市長が必要と認めること。 

（組織） 

第５条 審議会は、委員１３人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

⑴ 副市長 

⑵ 市議会議員 

⑶ 関係団体等の代表者 

⑷ 公共的団体等を代表する者 

⑸ その他市長が適当と認める者 

（会長） 

第６条 審議会に会長を置き、副市長をもって充てる。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第７条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（意見の聴取等） 
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第８条 審議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対して、意見の陳述、説明、資料の提出

その他の必要な協力を求めることができる。 

（庶務） 

第９条 審議会の庶務は、経済部つつじのまち観光課において行う。 

（その他） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定

める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （この規則の失効） 

２ この規則は、令和５年３月３１日限り、その効力を失う。 
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館林市つつじが岡公園再整備基本計画策定審議会委員名簿 

（敬称略） 

ＮＯ 役職 氏  名 所  属 備  考 

1 会長 野 口 一 幸 館林市副市長 館林市 

2 委員 斉 藤 貢 一 経済建設常任委員会委員長 

市議会 

3 委員 松 本 隆 志 経済建設常任委員会副委員長 

4 委員 渡 邊 清 一 花山町区長 

地元行政区 

5 委員 中 嶋 直 一 つつじ町区長 

6 委員 寺 内 吉 一 

城沼漁業協同組合組合長 

城沼観光㈱代表 

館林市観光協会副会長 

公園内事業者 

観光関連団体 

7 委員 設 楽 伸 仁 つつじが岡営業者組合 公園商店組合 

8 委員 石 川 京 子 

SORANOMONシアター代表 

コミクル代表 

公園利用団体 

9 委員 栗 原   誠 HANAYAMA MUSIC FELLOWS 公園利用団体 

10 委員 大 塚 雅 昭 群馬県県土整備部都市計画課長 群馬県 

11 委員 栗  原   誠 館林市政策企画部長 館林市 

12 委員 村 上   実 館林市都市建設部長 館林市 

13 委員 浅 野 康 彦 館林市経済部長 館林市 
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館林市つつじが岡公園再整備基本計画策定審議会の経過 

 

回 数 日  時 議  事 出席者 

第１回 

令和３年１２月２２日（水） 

１０：００～１２：００ 

（１）公園の現状と課題 

（２）再整備のコンセプト 

１２名 

第２回 

令和４年１月１７日（月） 

１３：３０～１４：３０ 

（１）事業者意向調査の結果 

（２）再整備のイメージ 

１３名 

第３回 

令和４年２月２１日（月） 

※個別訪問 

（１）運営を見据えた官民連 

携による事業手法 

（２）事業の流れ 

１３名 
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6-2．事業手法  

 

官民連携による都市公園整備・管理運営事業の代表的な事業手法は、以下の通りです。 

 

【事業手法一覧】 

制度名 根拠法 特徴 

① 管理許可制度 
都市公園法 

第 5条 

・民間事業者等（公園管理者以外のもの）の申請に対して

公園管理者が既存公園施設の管理を認める制度。期間

は、十年以内となっている。 

② 指定管理者制度 地方自治法 

・公の施設の管理・運営を、民間事業者等に包括的に代行

させることができる制度。 

・管理制度であるため、施設の建設はできない。 

③ 公共施設等運営権制度 

(コンセッション方式) 
ＰＦＩ法 

・利用料金の徴収を行う公共施設について、施設の所有権

を公共主体が有したまま、施設の運営権を民間事業者に

設定する方式。 

・自由度の高い運営を可能にすることにより、質の高いサ

ービス提供が主な目的。 

④ 占用許可制度 
都市公園法 

第 6条 

・申請に基づき許可を与えることにより、都市公園内にお

いて、公園管理者以外の者が、公園施設以外の工作物そ

の他の物件又は施設を設けて公園を占用することがで

きる制度。 

⑤ 設置管理許可制度 
都市公園法 

第 5条 

・民間事業者等（公園管理者以外のもの）の申請に対して

公園管理者が既存公園施設の設置を認める制度。期間

は、十年以内となっている。 

⑥ 公募設置管理制度 

(Park-PFI 事業) 

都市公園法 

第 5条の 2 

～５条の 9 

・飲食店、売店等の公園利用者の利便の向上に資する公募

対象公園施設の設置と、当該施設から生ずる収益を活用

してその周辺の園路、広場等の一般の公園利用者が利用

できる特定公園施設の整備・改修等を一体的に行う者

を、公募により選定する制度。 

・都市公園法の特例措置（設置管理許可期間の特例、建ぺ

い率の特例、占用物件の特例）がインセンティブとして

適用される。 

⑦ ＰＦＩ事業 ＰＦＩ法 

・公共施設等の設計、建設、維持管理運営に、民間事業者

の資金とノウハウを活用し、効率的かつ効果的な公共サ

ービスの提供を図る考え方。 
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